
1　総括

 (1) 人件費の状況 （普通会計決算）

 (2) 職員給与費の状況 （普通会計決算）

1 職員手当には退職手当を含みません。

2

3 給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれておりますが、会計年度任用職員の給与費は含みません。

 (3) ラスパイレス指数の状況 （各年度4月1日現在）

1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

2 （ ）書きの数値は、地域手当補正後ラスパイレス指数を指します。地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域

における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数です。

（補正前のラスパイレス指数×（1＋当該団体の地域手当支給率）／（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

3 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

なお、類似団体とは、立川市、府中市、鎌倉市、藤沢市、浦安市など全35団体です。

※　2022（R4）年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、

※　③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

（2022（R4）年1月1日） A B B／A 人件費率

2021（R3）
年度

43万0,385人 191,617,973千円 8,144,138千円 21,942,783千円

区分
住民基本台帳

人口
歳出額　

実質収支
人件費 人件費率 （参考）

2020（R2）年度の

町田市の給与・定員管理等について

期末・勤勉手当 　　　　　計　　　B

2021（R3）
年度

2,101人 7,872,455千円 2,743,907千円 3,516,928千円 14,133,290千円

11.5% 10.1%

区分 職員数
給   与   費 （参考）一人当

たり給与費
 B／A

（参考）類似団
体平均一人当

たり給与費A 給　 料 職員手当

6,727千円 6,533千円

（注）

職員数については、2021（R3）年4月1日現在の人数です。また、再任用職員（短時間勤務）及び会計年度任用職員を含みません。

（注）

　な　し
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 (4) 給与制度の総合的見直しの実施状況について

①　給料表の見直し

［ ］

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

　（給料表の改定実施時期）　2015（平成27）年4月1日

　（内容）　一般行政職の給料表について国の見直しを踏まえた東京都人事委員会勧告を参考に、平均1.7％引下げました。

　（内容）　激変緩和のため、3年間（2018（平成30）年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施しています。

　（内容）　他の給料表については、一般行政職給料表との均衡を踏まえて見直しを実施しました。

② 地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）　国基準16％に対し、町田市においても16％を支給。

（参考）

③ その他の見直し内容

2015（平成27）年度から、扶養手当、住居手当、期末・勤勉手当の職務加算について、見直しを実施しました。

（見直し内容）

 (5) 特記事項

 なし

2　職員の平均給与月額、初任給等の状況

 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （2022（R4）年4月1日現在）

① 一般行政職

（注） 1 「平均給与月額」とは、給料に諸手当を加えたものの平均月額です。

2 期末・勤勉手当（いわゆるボーナス）は含まれていません。

2019
（令和元)
年度の

支給割合

2020
（令和2)
年度の

支給割合

2021
（令和3)
年度の

支給割合

2022
（令和4)
年度の

支給割合

4月1日
時点

遡及
改定後

＜概要＞
＜国の給与制度の総合的見直しにおいては、俸給表の水準の平均 2％ の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に
　 取り組むとされています。

実施 未実施

（実施時期）　2015（平成27）年4月1日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、2015（平成27）年4月1日時点は
（実施時期）　15％、給与改定後は2015（平成27）年4月に遡及し15.5％、2016（平成28）年4月1日から16％を支給。

2014
（平成26）
年度の

支給割合

2015（平成27）年度の支給割合 2016
（平成28)
年度の

支給割合

2017
（平成29)
年度の

支給割合

2018
（平成30)
年度の

支給割合

16% 16% 16% 16% 16% 16%

16% 16% 16% 16% 16%

町田市の
支給割合

15% 15% 15.5% 16%

国基準による
支給割合

15% 15% 15.5% 16% 16%

住居手当
35歳以上・借家 13,500 円 不支給

持家 5,000 円 不支給

手当等名称 見直し前 見直し後

扶養手当
子・父母等 8,500 円 6,000 円

特定加算 4,500 円 4,000 円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

町田市 42.3 歳 321,544 円

職務加算
係長 7 % 6 %

主任 5 % 3 %

円 398,484 円

国 42.7 歳 323,711 円 - 円

436,309 円 392,094 円

東京都 42.3 歳 316,417 円 453,549

円

405,049 円

類似団体 41.8 歳 316,752 円 420,454 円 377,381
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② 技能労務職

（注） 1　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています（2019（H31）年～2021（R3）年の3ヶ年平均）。

2　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

3　上記の技能労務職の区分で「清掃職員」とは収集やごみ施設等に従事するもの、「学校給食員」とは小学校の調理員、「用務員」とは小中学校の用務員です。

③ 看護・保健職

④ 福祉職

（注） 1 「平均給料月額」とは、2022（R4）年4月1日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、管理職手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当

などのすべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

また、「平均給与月額(国比較ベース)」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。

3 職種の区分や金額については、毎年行われる地方公務員給与実態調査のデータを使用しており、別添 「平均年収等」

に掲載した「主な職種別の職員の平均年収比較表」の職種区分等との数字とは異なります。

 (2) 職員の初任給の状況 （2022（R4）年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

 (3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （2022（R4）年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

区分

公務員 民間

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
対応する

民間の類似
職種

- - 歳 - 円

うち清掃職員 55.1 歳 80 人

322,785 円 410,033 円 383,811 円

平均年齢 平均給与月額

（A） （国比較ベース） （B）

町田市 55.5 歳 185 人

調理士 41.2 歳 292.5 千円

うち用務員 57.6 歳 15 人

315,719 円 408,393 円 376,862 円

廃棄物処理
従業員

47.0 歳 306.0 千円

うち学校給食員 56.1 歳 31 人

324,883 円 410,619 円 386,825 円

- - 歳 - 千円

国 51.1 歳 2,114 人

288,149 円 388,154 円 356,026 円

用務員 49.1 歳 236.6 千円

東京都 50.4 歳 1,275 人

289,367 円 353,426 円 340,615 円

- 歳 - 千円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額
平均給与月額

（国比較ベース）

325,366 円 390,189 円 368,159 円

- - 歳 - 千円

類似団体 51.7 歳 98 人

286,570 円 - 円 328,416 円

円 360,822 円

東京都 - 歳 - 円 - 円

町田市 41.3 歳 303,400 円 404,206

-

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
（国比較ベース）

円

類似団体 39.5 歳 297,881 円 391,301 円 339,755 円

- 円

国 47.7 歳 319,817 円 - 円 358,479

- 円

国 44.0 歳 338,582 円 - 円 388,577

円 350,989 円

東京都 - 歳 - 円 - 円

町田市 40.4 歳 296,138 円 386,596

区分 町田市 東京都 国

一般行政職
大学卒 183,700 183,700

円

類似団体 39.8 歳 290,667 円 351,912 円 331,271 円

一般職　182,200

中学卒 133,900 － －

看護・保健職 大学卒 191,000 － －

高校卒 145,600 145,600 150,600

技能労務職
高校卒 143,000 143,000 －

区 分 経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

一般行政職
大学卒 263,142 312,664 360,095

高校卒

福祉職
大学卒 184,100 － －

短大卒 159,500 － －

福祉職 短大卒 - 281,400 311,800

213,900 - 306,600

技能労務職 全学歴 - - -
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3　一般行政職の級別職員数等の状況

  (1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況 （2022（R4）年4月1日現在）

1 町田市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

2 「標準的な職務」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

 (2)  国との給料表カーブ比較表（行政職（一））（2022（R4）年4月1日現在）

 (3) 昇給への人事評価の活用状況（町田市）

区分 標準的な職務 職員数 構成比
1号給の
給料月額

3 級 統括係長・係長・担当係長 449 人 27.3% 224,800 円 415,100 円 

4 級 課長・担当課長 157 人 9.5% 284,000 円 455,000 円 

最高号給の
給料月額

5 級 部長・次長 30 人 1.8% 479,400 円 508,900 円 

（注）

2022（R4）年4月2日から
2023（R5）年4月1日までにおける運用

管理職員 一般職員

 イ． 人事評価を活用している ○ ○

1 級 主事 313 人 19.0% 141,300 円 324,300 円 

2 級 主任 696 人 42.3% 199,100 円 362,500 円 

上位、標準の区分

標準、下位の区分

活用している昇給区分
昇給可能な

区分
昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

上位、標準、下位の区分 ○ ○ ○ ○

活用予定時期

標準の区分のみ（一律）

 ロ． 人事評価を活用していない

1級

21.3% 
1級

18.9% 

1級

19.0% 

2級

41.0% 
2級

42.6% 

2級

42.3% 

3級

24.8% 

3級

26.6% 

3級

27.3% 

4級

10.5% 

4級

9.9% 

4級

9.5% 

5級

2.4% 
5級

2.0% 

5級

1.8% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

5年前の構成比1年前の構成比2022年の構成比

12-3　国との給料表カーブ比較（行政職（一））
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6,000

国10級（特に重要課長）

（百円）

給

料

月

額

昇 給

令和４年４月１日時点

国９級（課長）

国８級（困難室長）

国７級（室長）

国６級（困難課長補佐）

国５級（課長補佐）

国４級（困難係長）

国３級（係長）

国２級（上級係員）

国１級（係員）

町田市 （R４）

国家公務員 （R４)

市４級（課長）

市３級（担当係長）

市２級（主任）

市１級（主事）

市５級（部長）
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4　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

千円

（2021（R3）年度支給割合） （2021（R3）年度支給割合） （2021（R3）年度支給割合）

月分

月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置 加算措置

・役職加算　　　3～20％ ・役職加算　　　3～20％ ・役職加算　　　5～20％

・管理職加算　なし ・管理職加算　15～25％ ・管理職加算　10～25％

（注） 1　（ ）内は、再任用職員に係る支給割合です。なお、支給実績に再任用職員を含みます。

　　 　2　国については、令和3年人事院勧告における0.15月の引き下げ分（4.45月→4.3月）を2022（R4）年6月期で調整。

【参考】 勤勉手当への人事評価の活用状況（一般行政職）（町田市）

 (2) 退職手当（2022（R4）年4月1日現在）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～45％加算）

一人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）　退職手当の一人当たり平均支給額は、2021（R3）年度に退職した職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当（2022（R4）年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

一人当たり平均支給額（2021（R3）年度）一人当たり平均支給額（2021（R3）年度）
－

1,768 千円 1,788

町田市 東京都 国

2.05 2.55 月分 1.90 月分

(1.35) 月分 (1.00) 月分 (1.35)

2.40 月分 2.05 月分 2.40 月分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

上位、標準、下位の成績率 ○ ○ ○ ○

2022（R4）年度中における運用 管理職員 一般職員

 イ． 人事評価を活用している ○ ○

月分 (1.00) (1.45) 月分 (0.90) 月分

標準の成績率のみ（一律）

ロ． 人事評価を活用していない

上位、標準の成績率

標準、下位の成績率

47.709

43.00 43.00 47.709 47.709

応募認定・定年

23.00 23.00 19.6695 24.586875

30.50 30.50 28.0395 33.27075

活用予定時期

町田市 国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

町田市 16 2,109 16

3,445 20,995

支給実績（2021（R3）年度決算） 1,307,349

支給職員一人当たり平均支給年額（2021（R3）年度決算） 623,142

43.00 43.00 39.7575
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 (4) 特殊勤務手当 （2022（R4）年4月1日現在）

千円

　円

　％

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数

（注）　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

 (6) その他の手当 （2022（R4）年4月1日現在）

円

円

円

円

円

円

福祉業務手当

地域福祉部生活援護
課のケースワーカーの
職員

生活保護のケースワー
カーとして家庭等訪問
に従事したとき

193 千円 日額200円

地域福祉部生活援護
課以外のケースワー
カーの職員

生活保護以外のケー
スワーカーとして家庭
等訪問に従事したとき

61 千円 日額200円

手当の種類（手当数） 4

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
（2021（R3）年度）

左記職員に対する
支給単価

支給実績（2021（R3）年度決算） 2,598

支給職員一人当たり平均支給年額（2021（R3）年度決算） 16,333

職員全体に占める手当支給職員の割合（2021（R3）年度） 6.6

犬猫等の死体処理
作業手当

全職員
犬猫等の死体処理作
業に従事したとき

1,069 千円 1件300円

危険手当

全職員

伝染病患者の救護又
は伝染病汚染物件の
消毒若しくは処理の作
業に従事したとき

9 千円 1件500円

行旅病人等取扱手当

地域福祉部生活援護
課の職員

行旅病人の救護の業
務に従事したとき

1 千円 1件500円

環境資源部環境共生
課の職員

行旅死亡人の処置の
業務に従事したとき

－ 1件2,500円

支給職員一人当たり平均支給年額（2020（R2）年度決算） 437

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（2021（R3）年度決算）

支給実績（2021（R3）年度決算） 850,155

支給職員一人当たり平均支給年額（2021（R3）年度決算） 444

支給実績（2020（R2）年度決算） 844,810

全職員

新型コロナウイルス感
染症の患者若しくはそ
の疑いのある者の身体
に接触して行う業務又
はこれらの者に長時間
にわたり接して行う業
務

1,099 千円 1日5,000円

全職員

新型コロナウイルス感
染症から市民の生命
及び健康を保護するた
めに行う措置に係る業
務で総務部長が指定
するもの

167 千円 1日3,000円

157,148

通勤手当

通勤距離が2キロ以上
の者に支給　運賃相当
額又は通勤距離に応じ
て支給

異なる

支給限度
額なし。使
用距離区
分の支給
額が異な
る。

179,024 千円 97,091

住居手当 借家：15,000円 異なる
支給額が
違う。

37,401 千円

支給職員一人当たり
平均支給年額

（2021（R3）年度決算）

扶養手当

家族構成に応じて支給
子：9,000円
配偶者：6,000円
その他：6,000円

異なる
支給額が
違う。

161,114 千円 204,460

15,148夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前5時までの間に勤
務することを命ぜられ
たときに支給　給与額
の100分の25

異なる
時間単価
の算定基
礎が違う。

4,841 千円

860,573

休日勤務手当

休日において正規の勤
務時間中に勤務するこ
とを命ぜられたときに
支給　給与額の100分
の135

異なる
時間単価
の算定基
礎が違う。

4,353 千円 19,428

管理職手当
管理職の職責に応じて
47,000円～120,000円
を支給

異なる
支給対象
者が違う。

178,976 千円
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5　特別職の報酬等の状況 （2022（R4）年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

（注） 退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期（4年）勤めた場合

（注） における退職手当の見込額です。

6　職員数の状況

 (1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（注） 1 職員数は一般職に属する職員数です。

（注） 2 [     ]内は、条例定数の合計です。

区分 給料月額等

給
料

（参考）類似団体における最高／最低額

市 長 1,060,000 1,130,000

副 議 長 580,000 660,000 420,000

議 員 550,000 606,000 400,000

834,700

副 市 長 900,000 930,000 716,400

報
酬

議 長 640,000 724,000 463,000

退
職
手
当

　　（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

市 長 106万円×在職年数×3.41月分 1,446万円 退職・失職・死亡

期
末
手
当

市 長 　　（2021（R3）年度支給割合）

副 市 長 4.45

議 長 　　（2021（R3）年度支給割合）

副 議 長 4.9

議 員

2022（R4）年

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

議会 17人 17人 

税務 128人 124人 

衛生

副 市 長 90万円×在職年数×2.87月分 1,033万円 退職・失職・死亡

（各年4月1日現在）

　　　　　　　　     区分

　部門

職員数 対前年
増減数

主な増減理由
2021（R3）年

332人 316人 △ 16 町田市バイオエネルギーセンター稼働に伴うごみ処理の民営化　等

労働 1人 1人 0

△ 4 税総合システム更改対応の終了　等

民生 436人 427人 △ 9 ひかり療育園の民営化　等

0

総務 510人 508人 △ 2 オリパラ等国際大会推進課の廃止　等

土木 338人 330人 △ 8 都市計画マスタープラン策定対応の終了　等

小　計 1,806人 1,769人 △ 37
＜参考＞
人口１万人あたり職員数 41.1人
（類似団体の人口１万人あたり職員数44.6人）

農林 21人 21人 0

商工 23人 25人 2 産業振興体制の強化　等

その他 99人 100人 1

公
営
企
業
等

　
会
計
部
門

病院 653人 657人 4

下水道 92人 92人 0

教育部門 295人 303人 8 新たな学校づくり推進体制の強化　等

小　計 2,101人 2,072人 △ 29
＜参考＞
人口１万人あたり職員数 48.1人
（類似団体の人口１万人あたり職員数60.6人）

小　計 844人 849人 5

合　　計

2,945人 2,921人 △ 24

［3116］ ［2926］ ［△190］ ＜参考＞

人口１万人あたり職員数　67.8人
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 (2) 年齢別職員構成の状況（2022（R4）年4月1日現在）

　

 (3) 職員数の推移

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。

～ ～ ～ ～ ～36歳 40歳 44歳20歳 24歳 28歳 32歳

以上

～ ～ ～ 60歳

114人 2,921人

計

未満 43歳

2018
(H30)

2019
(R1)

2020
(R2)

2021
(R3)

374人 345人 295人 312人 362人 231人職員数 2人 81人 218人 257人 330人

47歳 51歳 55歳 59歳23歳 27歳 31歳 35歳 39歳

～ ～ 48歳 52歳 56歳

区　分

20歳

-0.2%

教 育 323 316 309 300 295 303 -20 -6.2%

2022
(R4)

過去5年間の増減数（率）

一 般 行 政 1,773 1,809 1,819 1,817 1,806 1,769 -4

（単位：人・％）

2017
(H29)

-7 -0.8%

総 合 計 2,952 2,974 2,968 2,965 2,945 2,921 -31

2,072 -24 -1.1%

公 営 企 業
等 会 計 計

856 849 840 848 844 849

普 通 会 計 計 2,096 2,125 2,128 2,117 2,101

-1.1%

年度

部 門

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

20歳未満 24～27 32～35 40～43 48～51 56～59

構成比

5年前の構成比
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7　公営企業職員の状況

 （1） 病院事業

① 職員給与費の状況

ア　決算

B

1 職員手当には退職手当を含みません。

2

3 給与費については、再任用職員（短時間勤務）の給与費が含まれておりますが、会計年度任用職員の給与費は含みません。

②　職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（2021（R3）年度）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）　 1 平均月収額には、期末・勤勉手当を含みます。

2 平均年齢の団体平均は、会計年度任用職員を含んで算出しています。

③　職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円 千円

（2021（R3）年度支給割合） （2021（R3）年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置 加算措置

・役職加算　　　3～20％ ・役職加算　　　3～20％

・管理職加算　なし ・管理職加算　なし

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合

　　

イ　退職手当 （2022（R4）年4月1日現在）

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度 月分 月分 最高限度 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（2％～20％加算） （2％～20％加算）

一人当たり平均支給額　　　　 千円 千円 一人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の一人当たり平均支給額は、2021（R3）年度に支給された全職種の平均額です。

ウ　地域手当　（2022（R4）年4月1日）

千円

円

％ 人 ％

期末・勤勉手当 計

A 実質収支 B B／A

2021（R3）
年度

14,224,277千円 1,402,473千円 7,635,916千円 53.7 ％

区分

純利益 総費用に占める

総費用 又は 職員給与費 職員給与費比率

医師 43.0 507,763 1,316,650

看護師 40.2 337,289 566,356

（注）

職員数については、2022（R4）年3月31日現在の人数です。また、再任用職員（短時間勤務）を含み、会計年度任用職員を含みません。

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

給与費　B／A 一人当たり給与費

2021（R3）
年度

647人 2,413,693千円 1,731,266千円 1,068,205千円 5,213,164千円 8,057千円 7,080千円 

区分
職員数 給　　与　　費 一人当たり （参考）市町村平均

A 給料 職員手当

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

2.4 月分 2.05 月分 2.4 月分

町田市 参考（町田市の市長部局等）

一人当たり平均支給額（2021（R3）年度）一人当たり平均支給額（2021（R3）年度）

1,793 1,768

事務職員 43.1 383,845 598,616

団体平均 42.8 328,525 586,067

23.00 23.00 23.00 23.00

30.50 30.50 30.50 30.50

町田市 参考（町田市の市長部局等）

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 応募認定・定年

2.05 月分

(1.35) 月分 (1.00) 月分 (1.35) 月分 (1.00) 月分

支給職員一人当たり平均支給年額（2021（R3）年度決算） 618,756

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

1,347 14,555 3,445 20,995

支給実績（2021（R3）年度決算） 404,460

43.00 43.00 43.00 43.00

43.00 43.00 43.00 43.00

町田市 16 660 16
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エ　特殊勤務手当 （2022（R4）年4月1日）

千円

　円

　％

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
（2021（R3）年度）

左記職員に対する
支給単価

危険手当

市民病院放射線科、検
査科、病理検査室、中
央材料室の医療技術
系職員

市民病院放射線科、検
査科、病理検査室、中
央材料室の医療技術
系職員の所掌する業
務

5,243 千円 月額9,000円

支給職員一人当たり平均支給年額（2021（R3）年度決算） 807,159

職員全体に占める手当支給職員の割合（2021（R3）年度） 91.8

手当の種類（手当数） 14

支給実績（2021（R3）年度決算） 619,927

医療系技術職員（上記
の二つに属する職員及
び医師、歯科医師、栄
養士を除く）、看護補助
の職員

医療系技術職員（上記
の二つに属する職員及
び医師、歯科医師、栄
養士を除く。）、看護補
助の職員の看護その
他の所掌業務

20,529 千円 月額4,000円

緊急出動手当
市民病院に所属する職
員（事務部の職員を除
く）

勤務時間外又は休日
に職務命令を受けて、
自宅から直ちに出動し
たとき

385 千円 1回1,500円

薬剤師
市民病院薬剤科の薬
剤師の所掌する業務

2,400 千円 月額7,500円

市民病院中央手術室
に属する助産師、看護
師、准看護師

市民病院中央手術室
に属する助産師、看護
師、准看護師の所掌す
る業務

7,376 千円 月額19,000円

夜間看護手当
助産師、看護師、准看
護師

正規の勤務時間が深
夜にかかる看護等の
業務に従事したとき

210,214 千円
1回6,000円

(2交替制勤務の
夜勤は12,000円)

夜間交代勤務手当
薬剤師、診療放射線技
師又は臨床検査技師

正規の勤務時間が深
夜にかかる業務に従事
したとき

9,840 千円 1回8,000円

自宅待機手当

医師

救急患者、伝染病患者
等の入院に備えて、勤
務時間外若しくは休日
に自宅待機を命ぜられ
たとき

5,700 千円 1直2,500円

市民病院の職員（医
師、事務部の職員を除
く）

救急患者、伝染病患者
等の診療に備えて、勤
務時間外若しくは休日
に自宅待機を命ぜられ
たとき

3,274 千円 1回1,500円

分娩手当
助産師、看護師、准看
護師

分娩の補助業務（17時
15分から翌日の8時30
分までの勤務に限る。）

330 千円 1件500円

診療手当 医師、歯科医師
診療の業務に従事した
とき

272,404 千円

毎月の市民病院の
診療収入から必要
経費を控除した額
の100分の5を超え
ない範囲内におい
て管理者が定める
額

死体解剖業務手当 医師、臨床検査技師
死体解剖又は死体解
剖補助業務

23 千円 1件1,200円

死体取扱手当
助産師、看護師、准看
護師

死体の取扱業務 654 千円 1件1,000円

交替制勤務者業務手当
市民病院の職員（事務
部の職員を除く）

正規の勤務時間による
勤務の全部又は一部
が1月1日から同月3日
までの日又は12月29
日から同月31日までの
日において、当該業務
に従事したとき

4,457 千円 1勤務4,500円

医師派遣手当
東京都地域医療支援ド
クター事業により東京
都から派遣される医師

東京都地域医療支援ド
クター事業により東京
都から派遣される医師
が医師業務に従事した
とき

2,983 千円 日額10,000円

10



オ　時間外勤務手当

千円

千円

1 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。

2 職員一人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（○年度決算）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数

　　（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含みます。

カ　その他の手当（2022（R4）年4月1日）

円

円

円

円

円

円

円

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績
（2021（R3）年度）

左記職員に対する
支給単価

専門看護分野従事手当
市民病院に所属する看
護師

看護師が、管理者が指
定する専門看護分野に
従事した場合

－ 月額3,000円

支給職員一人当たり平均支給年額（2021（R3）年度決算） 374

（注）

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
（2021（R3）年度決算）

市民病院に所属する全
職員

企業職員が、新型コロ
ナウイルス感染症にか
かっているかどうかに
関する確認業務のうち
管理者が定める業務に
従事したとき。

2,142 千円 日額1,000円

支給実績（2021（R3）年度決算） 217,410

認定看護分野従事手当
市民病院に所属する看
護師

看護師が、管理者が指
定する認定看護分野に
従事した場合

428 千円 月額2,000円

防疫等作業手当

市民病院に所属する医
療技術職

医療技術系の企業職
員が、新型コロナウイ
ルス感染症の患者又
はその疑いのある者の
身体に接触して行う作
業、これらの者に長時
間にわたり接して行う
作業その他管理者がこ
れらに準ずると認める
作業に従事したとき。

71,546 千円 日額6,000円

異なる

支給限度
額なし。使
用距離区
分の支給
額が異な
る。

55,561 千円 109,157

住居手当 借家：15,000円 異なる
支給区分
が違う。

17,493 千円

支給職員一人当たり
平均支給年額

（2021（R3）年度決算）

扶養手当

家族構成に応じて支給
子：9,000円
配偶者：6,000円
その他：6,000円

異なる
支給額が
違う。

46,840 千円 201,896

161,977

通勤手当

通勤距離が2キロ以上
の者に支給　運賃相当
額又は通勤距離に応じ
て支給

1,019,313

宿日直手当

宿日直勤務の者に支
給。1回3千円（医師1万
5千円。看護師長7千5
百円）

異なる
支給額が
違う。

146,535 千円 1,201,107

初任給調整手当

人材確保のため、新た
に採用される医師（20
万円など）、看護師（8
千円など）に支給

異なる
支給額が
違う。

143,723 千円

841,770

夜間勤務手当

正規の勤務時間として
午後10時から翌日の
午前5時までの間に勤
務することを命ぜられ
たときに支給　給与額
の100分の25

異なる
時間単価
の算定基
礎が違う。

67,402 千円 165,607

管理職手当
管理職の職責に応じて
47,000円～135,100円
を支給

異なる
支給対象
者が違う。

67,342 千円
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